
平成 15年調査調査票と平成 20年調査調査票の対照表（案） 

平成 15 年住宅・土地統計調査（乙票） 平成 20 年住宅・土地統計調査（乙票） 変更理由 

 

世帯の家計を主に支える人の説明文
の変更 
送金している他の世帯の人を「世帯の
家計を主に支える人」にしてしまう誤りを
防止するため。 

選択肢区分の細分化 
地方公共団体における公営住宅や特
定優良賃貸住宅に関する行政施策の
基礎資料として必要なため。 
 

実数値記入方式から選択肢記入方式
への変更及び「０」分の記入説明の削
除 
未記入や 10 分単位などの大括りの数
値記入が多く，また，そもそも日々の通
勤時間には若干の幅があるため，選択
肢記入方式に変更し，それに伴い通勤
時間「０」分の説明文を削除。 
 
選択肢区分の年の変更 
平成 15 年調査の選択肢区分の間隔に
合わせ，直近の区分を中心に選択肢区
分を変更。 
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平成 15 年住宅・土地統計調査（乙票） 平成 20 年住宅・土地統計調査（乙票） 変更理由 

７欄記入対象者の注記削除 
前問において既に矢印で誘導している
ため。 
 
市郡支庁の記入欄の文字枠数の変更 
茨城県かすみがうら市など６文字の市
郡支庁が新設されたため。 
 
選択肢区分の名称変更 
平成 16 年７月に都市基盤整備公団が  
独立行政法人都市再生機構（UR 都市
機構）となったため。 
 
民営の賃貸住宅に係る選択肢区分の
統合 
不動産業者が仲介するなどの場合，記
入者が家主の個人，法人の別について
正確に把握していないことがあるため。 
 
選択肢区分の名称変更 
平成 16 年７月に都市基盤整備公団が 
独立行政法人都市再生機構（UR 都市
機構）となったため。 
 
「住宅以外の建物」に説明文追加 
「住宅以外の建物」の意味をより分かり
やすくするため。 
「うち地階(地下室)の床面積」の廃止 
誤記入と想定される事例が多いことに加
え，地階のある住宅が極めて少なく，住
生活基本計画の指標としても使用され
ないため。 
 
※(地階の割合) 
平成 10 年  0.26％ 
平成 15 年  0.43％ 

選択肢区分の年の変更 
平成 15 年調査の選択肢区分の間隔に
合わせ，直近の区分を中心に選択肢区
分を変更。 
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